
（単位：千円）

金　　額 金　　額

【 5,070,370 】 【 1,258,950 】

4,389,182 630,395

518,134 287,987

6,658 23,440

18,966 6,034

22,087 228,961

42,993 12,936

23,753 40,626

57,391 28,566

▲8,798

【 11,838,236 】

（ 10,228,627 ）

9,539,331 【 10,664,558 】

28,885 10,171,034

0 11,862

72,863 481,661

518,305

69,240 11,923,508

（ 102,419 ）

18,952 【 4,985,098 】

2,960 【 80,000 】

8,748 【 4,924,054 】

71,758 22,500

（ 1,507,189 ） 5,667

400 30,000

15,005 9,715

52,018 700,000

0 2,883,000

83,685 繰 越 利 益 剰 余 金 1,273,172

1,218,567 【 ▲18,956 】

137,512 自 己 株 式 ▲18,956

4,985,098

16,908,606 16,908,606

　§決算公告
　　会社法第440条第1項、会社法計算規則第136条第1項に基づき、計算書類の公告を行っております。

設 備 改 良 積 立 金

公 共 的 施 設 分 担 金 別 途 積 立 金

差 入 保 証 金

出 資 金

長 期 繰 延 税 金 資 産 【 自 己 株 式 】

資　産　合　計 負債・純資産合計

長 期 前 払 費 用

純　資　産　合　計

投 資 有 価 証 券 退 職 積 立 金

子 会 社 株 式 圧 縮 記 帳 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

（投資その他の資産） 特 別 償 却 準 備 金

建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）

借 地 権 【 株 主 資 本 】

施 設 利 用 権 【 資 本 金 】

純　 資　 産　　の　　部

構 築 物 入 店 保 証 金

電 話 加 入 権 【 利 益 剰 余 金 】

役 員 退 職 給 与 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 準 備 金

器 具 備 品 退 職 給 付 引 当 金

土 地

【 固 定 資 産 】

負　債　合　計

貸 倒 引 当 金 入　店　保　証　金

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 【 固 定 負 債 】

預 り 金

現 金 お よ び 預 金

車 輌 運 搬 具

短 期 貸 付 金 前 受 金

繰 延 税 金 資 産

宝 く じ 仮 払 金 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産 １ 年 以 内 に 償 還 す る

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

未 払 金

売 掛 金 未 払 法 人 税 等

商 品 未 払 消 費 税 等

未 収 金 未 払 費 用

貸 　　借　 　対　 　照　　 表

平成　26年　3月　31日　現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　目 科　　目



（単位：千円）

6,298,615

226,475

193,686

46,593

309,129

143,908

659,998

83,320 7,961,726

5,410,365

2,344

128,504

989,619

37,537 6,568,371

1,393,354

8,615

1,500

20,013 30,129

3,216 3,216

1,420,268

　　特　　別　　利　　益

55,575 55,575

　　特　　別　　損　　失

8,633

29,752 38,385

1,437,458

403,198

171,155

863,104

固定資産除却損及び除却費用

受 取 配 当 金

雑 収 入

　営　業　外　費　用

営 業 雑 収 入 他

　営　　業　　費　　用

営 業 直 接 費

駐 車 場 管 理 費

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

雑 損 失

販 売 事 業 収 入

　経　　常　　利　　益

固 定 資 産 売 却 損

税　 引 　前　 当 　期 　純　利　益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

　営　　業　　収　　益

工 事 原 価

　営　　業　　利　　益

　営　業　外　収　益

受 取 利 息

広 告 収 入

駐 車 場 収 入

工 事 売 上

宝 く じ 収 入

物 販 売 上

貸 室 収 入

仕 入 原 価

損     益   　計   　算   　書
自　平成　25年　4月  1日　
至　平成　26年　3月 31日　

一 般 管 理 費

科　　                    目 金　　                    額



【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項

① 有価証券および資産の評価基準および評価方法

（1）子会社株式　　　：　移動平均法による原価法

（2）その他の有価証券

　時価のあるもの：　時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　時価のないもの：　移動平均法による原価法

（3）棚卸資産の評価基準および評価方法

　最終仕入原価法

② 固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産

種別

　建物

　建物付属設備

　構築物

　器具備品

（2）無形固定資産 定額法

③ 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

（2）賞与引当金

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期会計年度に見合う分を計上しております。

（3）役員退職給与引当金

役員の退職金支給に充てるため、支給見込額を当期会計年度に計上しております。

（4）退職給付引当金

④ 消費税等の会計処理の方法

税抜き方式を採用しております。

２．株主資本変動計算書に関する注記

① 当該事業年度の末日における発行済株式の数　　　　 160,000株

② 当該事業年度の末日における保有する自己株式の数　10,173株

③ 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成25年6月20日定時株主総会 7,491,350円 50円 平成25年3月31日 平成25年6月21日

7,491,350円

「退職給付に関する会計基準」に基づく簡便法により、従業員の退職給付にかかる期末自己都合要支給額から年金資産の
額を控除した額を計上しております。

決議

計

　定率法
　ただし、なんばウォーク２期となんばウォークビル
　及びコムズガーデン資産は定額法。

定額法

　定率法
　ただし、コムズガーデン資産は定額法。

定額法

＊平成19年3月31日以前に取得した固定資産のうち、前年度までに償却可能限度額に達した有形固定資産については、
   改正法人税法に規定する償却方法に従い備忘価格を残し5年間の均等償却を行っております。

売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒れ実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

平成19年3月31日以前取得資産 平成19年4月1日以降取得資産

　定率法
　ただし、なんばウォーク２期となんばウォークビル
　及びコムズガーデン建物は定額法。

定額法

　定額法
　ただし、ホワイティうめだ1期・2期、プチシャン、
　なんばウォーク1期及び駐車場は定率法。

定額法



④ 当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

平成26年6月19日開催の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を次のとおり提案しております。

　（1）配当金の総額 3,745,675 円

　（2）１株当たり配当額 25 円

　（3）基準日　　　　　平成26年3月31日

　（4）効力発生日　　　平成26年6月20日

平成26年6月19日開催の定時株主総会において、上記の議案は承認可決されております。（平成26年6月19日加筆）

３．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因内訳

（1）流動の部 （2）固定の部

　　賞与引当金 15,056 千円 　　固定資産等減損 1,043,909 千円

　　貸倒引当金 2,733 千円 　　退職給付引当金 178,503 千円

　　事業税 24,264 千円 　　役員退職給与引当金 4,396 千円

　　その他 939 千円 　　その他 816 千円

 繰延税金資産合計 42,993 千円 繰延税金資産合計 1,227,625 千円

    特別償却準備金 ▲3,336 千円

    圧縮積立金 ▲5,720 千円

繰延税金負債合計 ▲9,057 千円

繰延税金資産純額 1,218,567 千円

４．リース取引の処理方法に関する注記

５．１株あたりの情報に関する注記

１株当たり純資産額 33,272円 36銭

１株当たり当期純利益 5,760円 67銭

６．有形固定資産の減価償却累計額 39,779,575 千円

７．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理を行っております。

１株当たり純資産額は、自己株式を除外した期末発行済株式数に基づき算出し、１株当たり当期純利益は、自己株式を除外し
た期中平均株式数に基づき算出しております。


